
別記様式第１号の２の３（第31条の3関係） 

消防用設備等（特殊消防用設備等）設置届出書 

①令和   年   月   日  

 葉 山 町 消 防 長 殿 

②届 出 者                   

住 所                   

氏 名                  

 下記のとおり、消防用設備等（特殊消防用設備等）を設置したので、消防法第17条の３の２の

規定に基づき届け出ます。 

記 

設置者 
住 所 同上                 電話（   ）      

氏 名 同上 

防

火

対

象

物 

所 在 地 ③同上 

名 称 ④〇〇邸 

用 途 ５項イ（住宅宿泊事業法に基づく民泊） 

構   造、規   模 
 ⑤ 木 造   地上  ２   階  地下  -  階 

床面積  100  ｍ2  延べ面積  200  ｍ2 

消防用設備等（特殊消防用
設備等）の種類 ⑥消火器  

工 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

事 

種 別 新 設、増 設、移 設、取替え、改 造、その他（    ） 

施 工 者 
住 所 
氏 名 

住 所 ⑦同上                 電話（   ）      

氏 名 同上 

消防設備士 

住 所  

氏 名  

免 状 

種 類 等 交 付 知 事 
交 付 年 月 日 講 習 受 講 状 況 

交 付 番 号 受 講 地 受 講 年 月 

甲
・
乙 

種 類 都道
府県  都道

府県 年  月 

完 成 年 月 日  

受 付 欄※ 決   裁   欄※ 備   考※ 

   

備考 １ この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。 

   ２ 消防用設備等設計図書又は特殊消防用設備等設計図書は、消防用設備等又は特殊消防用設備等の種類ごとにそれぞれ

添付すること。 

   ３ ※欄には、記入しないこと。 

 

 

 
 
 

 
 
 

①実際に届出する日を記載します。 

 

②防火対象物の関係者の住所及び氏名を記載します。（法人の場合は、法人名、代表者名及び会社

所在地） 

 

③ご自身の住所と民泊を実施する建物の住所が異なる場合は、その所在地を記載します。 

 

④防火対象物の名称を記載します。（消防法令適合通知書に記載する名称） 

 

⑤防火対象物の構造（木造・鉄骨造・鉄筋コンクリート造）、階数、規模を記載します。 

 

⑥設置する消防用設備の名称を記載します。設備別に届出が必要になります。 

（例：消火器・特定小規模施設用自動火災報知設備・誘導灯など） 

 

⑦消防用設備等（特殊消防用設備等）の施工をした者の住所氏名を記載します。 

  ※法人の場合は、氏名欄に法人名及び役職名を併記してください。 

 

⑧消防設備士の免状を保有している方は、当該工事に係る消防設備士免状の種類等、交付状況

及び講習受講状況を記入してください。 

記載要領 

⑧ 


